
国土交通省官庁営繕部では，平成２３年６月に
「官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイド
ライン」（以下「ガイドライン」という）をとり
まとめました。
設計段階のコスト管理は「予定工事費の範囲内

で必要な品質を確保すること」や「コストオーバ
ーによる調整や手戻りをなくし，円滑に事業を推
進すること」を実現するために行う重要な取り組
みであり，その具体的手法をガイドラインとして
示しています。
今後，地方整備局等が実施する官庁営繕事業の

新築・増築に係る設計業務におけるコスト管理に
ついて，ガイドラインに基づき実施することとし
ています。

官庁施設の設計段階のコスト管理を行うための
書式として，「官庁施設の企画書及び設計説明書
作成要領」（平成１９年３月２６日国営整第１５１号，国
営設第１３９号）において，コスト配分表（企画書
の一部）およびコスト管理表（設計説明書の一
部）を定めています。

企画書は，発注者がプロジェクトに応じて企画
内容を記入し，業務を実施する上での与条件とし
て設計業務の受注者に対して提示することで発注
者の条件や意図を明確化するための書式です。
設計説明書は，設計業務の受注者が作成し発注

者に提示するもので，設計案が企画書において明
確化した発注者の条件や意図（企画内容）を満た
していることを発注者として確認するとともに，
発注者と受注者のやりとりのプロセスを記録する
ための書式です。
ガイドラインでは，「本ガイドラインに基づき

コスト配分表及びコスト管理表の効率的かつ適切
な運用を図る」とし，「コスト配分表及びコスト
管理表作成に当たっての基本的考え方」を以下の
とおり示しています。
○コスト配分表（発注者作成）
当該事業における企画内容等を踏まえ，適切に

コスト配分を記載すること
○コスト管理表（受注者作成）
基本設計着手段階，基本設計審査段階および実

施設計審査段階において，設計方針や設計内容に
応じて算出した概算工事費を記載すること
併せて，「コスト配分表作成にあたっての観点

と手法」，コスト管理表作成に当たって必要とな
る「概算工事費算出の観点と手法」等を設計の各
段階に応じてガイドラインに示しています。
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発注者は，当該事業における企画内容等
を踏まえてコスト配分表を作成し設計業務
の受注者に示すことにより，コストを含め
た発注者の意図を明確化します。さらに，
コスト配分表は，概算工事費の審査を行う
際，概算工事費が予定工事費を超過した場
合等に，どの分野またはどの項目で差異が
生じているかを把握するためのベンチマー
クとして活用することとしています。
このため，コスト配分表の作成に当たっ

ては，発注者が保有する類似施設の実績
を，当該事業の企画内容に応じて適切に活
用することが重要です。

� 概 要
ガイドラインにおいては，設計業務の受注者

は，以下�～�の設計の各段階で設計内容とコス
トの調整を適切に行い，概算工事費が予定工事費
の範囲内かつ設計内容が企画書に示された基本的
性能等を満たしていることを確認することとして
います。
� 基本設計着手段階
� コストに係わる特殊要因※を決定する時点
� 基本設計審査段階
� 実施設計審査段階
※不整形な建物を計画する場合・大空間の吹き抜けを計
画する場合等で，当該計画が工事費総額またはコスト
配分のバランスに大きな影響を与えると想定される要
因。

建築設計においては，施設整備の企画内容およ
び条件が同一であっても，設計者，設計方針，建
物の形状，構造計画，設備計画および使用する材
料・機材の相違等によって，コストに相当の差異
が生じる場合があることから，設計段階において
適切なコスト管理を実施することはきわめて重要

です。
特に基本設計の段階において必要なコストの大

半が決定されるため，基本設計の段階でのコスト
管理が適切に行われずに，実施設計の段階や積算
した結果として予定工事費を超過することが明ら
かになった場合は，設計の手戻りによる多大な労
力と期間が必要となることがあります。基本設計
審査段階は，実施設計の段階や積算の段階と比較
して，設計内容の見直し等によるコスト調整を大
きな手戻りを伴わずに実施することができる時点
です。
一方，基本設計審査段階は，配置計画，平面・

立面・断面計画，仕上げ等が具体化しており，躯
体寸法，建具寸法，概略構造断面等が判断でき，
設備計画概要および仮設計画についても想定可能
な状況になっています。
以上のことから，ガイドラインにおいては，受

注者は基本設計審査段階において設計情報を適切
に反映して概算工事費を算出することとしてお
り，算出の効率化も併せて考慮しています。

図―１ コスト配分表
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なお，コストに大きな影響を与える要因を計画
する場合は，配置計画および建物形状等をおおむ
ね確定しようとする時点においても，その時点で
得られる情報を可能な限り的確に反映した概算工
事費を算出し，発注者も含めて当該計画の妥当性

等について判断することとしています。
また，実施設計審査段階では概算工事費

を改めて一から算出するのではなく，基本
設計審査段階の概算工事費について，実施
設計を進める過程で具体化していく設計内
容に応じて必要な調整を行えばよいことと
しています。

� 概算工事費算出標準書式
概算工事費算出標準書式（以下「標準書式」と

いう）は，ガイドラインに基づき概算工事費を算
出する場合の標準的な書式として，ガイドライン

表―１ 概算工事費算出に当たっての観点
と手法（各段階共通）

観点

・コスト配分表に示されている予定工事
費の範囲内で設計を行うこと
・各分野間および各項目間のコスト配分
のバランス（以下「コスト配分のバラ
ンス」という）が適切であること
・設計の各段階に応じた合理的な手法に
より概算工事費を算出すること

手法

・数量については，受注者の工夫により
効率的に算出すること
・概算工事費算出に用いる単価の種類お
よび優先順位等については，発注者と
受注者の間であらかじめ確認しておく
こと

図―２ コスト管理表（基本設計審査段階）

図―３ ガイドラインの概要等
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別添として定めたものです。
標準書式は，「建築工事，電気設備工

事，機械設備工事，昇降機設備工事それぞ
れの概算工事費集計表」と「建築工事の工
種別・部位別概算工事費算出シート」によ
り構成しています。
数量を延床面積や建築面積等の建物諸元

として差し支えないと判断した科目につい
ては，算出シートにおいて数量を建物諸元
とすることについて明記し，あらかじめ建
物諸元表の記入欄に必要な数量等を設計内
容に応じて記入することで概算工事費算出
の合理化を図っています。
「建築工事の工種別・部位別概算工事費

算出シート」は，直接仮設（A―�）から
その他（A―�）までのシートに区分して
います。
電気設備工事および機械設備工事は，工

種別・部位別シートに区分しておらず，算
出する数量については，受注者が適宜設定
するものとしており，�系統図や概略平面
から拾い出しにより算出する資機材の数
量，�類似施設の床面積当たり等の実績値
より算出する資機材の数量，�床面積当た
り等の実績単価を用いる場合の床面積等，
とすることが考えられます。

� 概算工事費算出にあたっての留意事
項

設計業務の受注者が標準書式を用いて概
算工事費を算出する場合の基本的考え方，数量算
出・単価設定の具体の運用を「概算工事費算出に
あたっての留意事項」として示しています。留意
事項においては，以下の�～�等について示して
います。
なお，多数の規格・仕様が想定される場合は，

概算工事費に大きく影響しない限り，代表的な規
格・仕様（留意事項において「代表品目」として
います）に整理する等，効率的・合理的な算出に
努めることとしています。

� 建物諸元表の入力
概算工事費を算出する上で，数量に建物諸元表

の数値を用いることが効率的なものは標準書式に
明記していること。
� 数量算出の考え方
設計内容に応じて合理的，効率的に数量を算出

するものとすること。
� 単価設定の考え方
単価の優先順位の考え方として，「１．市場単価」

「２．刊行物単価」「３．見積単価」「４．実績単価」の

図―４ 概算工事費算出標準書式（建物諸元表）

図―５ 概算工事費算出標準書式（建築工事 概算工事
費集計表）

建設マネジメント技術 2012年 1月号 ５３



順とすることを基本とし，受注者は単価を決める
ときの考え方について発注者にあらかじめ確認を
しておくものとすること。

「官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイ

ドライン」，ガイドライン別添「概算工事費算出
標準書式」「概算工事費算出にあたっての留意事
項」については，国土交通省のホームページに掲
載しています（http : //www.mlit.go.jp/gobuild/
cost_gl）。

図―６ 概算工事費算出標準書式（電気設備工事 概算工事費集計表）

図―７ 概算工事費算出標準書式（機械設備工事 概算工事費集計表）
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